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令和７年１月３１日 

 

岐阜薬科大学新キャンパス整備事業に関する 

サウンディング型市場調査の結果概要 
 

 

１. スケジュール 

実施要領等の公表 令和６年１１月１３日（水） 

参加申込の受付 令和６年１１月１３日（水）から１１月２２日（金）まで 

アンケート回答の受付 令和６年１１月１３日（水）から１１月２８日（木）まで 

対話ヒアリング 令和６年１２月１９日（木）から１２月２０日（金）まで 

実施結果概要の公表 令和７年 １月３１日（金） 

 

２. 参加者 
（１） ＷＥＢアンケート 

実施期間 ：令和６年１１月１３日（水）から１１月２８日（木） 

回答数 ：６社 市内施工会社：２社 

   市外施工会社：３社（うち１社、設備施工会社） 

   市外設計会社：１社 

 

（２） 対話ヒアリング 

実施期間 ：令和６年１２月１９日（木）から１２月２０日（金） 

参加数 ：５社 市内施工会社：２社 

   市外施工会社：２社（うち１社、設備施工会社） 

   市外設計会社：１社 

 

３. アンケート及び対話ヒアリングの概要 

① 建設業界の状況等について 

懸案事項   「物価高騰」「技術者不足」「下請事業者(サブコンな

ど)の協力」を懸念する回答が多く確認されました。 

  資材単価は横ばい傾向となりつつあるが、労務費は上

がり続ける見通しとの意見が多く確認されました。 

② 本事業を円滑かつ確実に進めるための発注区分・ＤＢ事業範囲の設定について 

建設工事と造成工事との

一体的発注 

  「仮設工事」や「土（建設発生土）の移動等」が効率

的となり有効であるとの回答が多く確認されました。 

建設工事と外構工事との

一体的発注 

  一体で発注する方が工程調整を効率的に行えるとの回

答が多く確認されました。 

  別途工事とする場合は、植栽等の部分的な範囲とする

のがよいとの意見が複数ありました。 

建設工事と道路工事との

一体的発注 

  道路工事によって建設工事の搬出入に制約が生じる場

合は、一体で発注する方が、工程調整等を効率的に行

えるとの意見が複数ありました。 

  造成工事、外構工事、道路工事の中で、建設工事との

一体的な発注のメリットが最も少ないのは、道路工事

であるとの意見が複数ありました。 
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③ 地域貢献策について 

地域経済貢献の手法   地域経済への貢献策として実施可能な手法は、「市内

事業者とのＪＶ組成」「市内事業者への下請発注」で

あるとの回答が多く確認されました。一方で、「市内

事業者とのＪＶ組成」が難しいとする意見も確認され

ました。 

地元企業の活用方法   市内建設事業者の活用について考えられる手法は、

「市内事業者とのＪＶ組成」であるとの回答が多く確

認されました。 

④ ＤＢ事業への参加について 

関心の有無   全ての事業者から参加意向があることを回答いただき

ました。 

参加を検討する条件   発注金額を気にされている事業者が多く、現在公表さ

れている予算では参加が難しいという意見が多く確認

されました。 

  ＤＢ事業であることを踏まえ、価格だけでなく品質面

も評価に加えるのがよいとの意見が複数ありました。 

本事業期における繁忙度   設計業務、施工業務ともに繁忙度が高いという回答を

全ての事業者からいただきました。 

⑤ 参加形態について 

単独／ＪＶ 

（設計会社・施工会社） 

  「単独」「設計会社とのＪＶ」「設計会社と施工会社

とのＪＶ」など、事業者により回答が分かれました。 

⑥ ＤＢ事業の実績等について 

設計／設計施工 

／施工のみ 

  ＤＢ事業の実績があることを全ての事業者で確認でき

ました。 

⑦ 公募条件に関する意見 

選定方式 

 

  ＤＢ事業における選定方式として、「総合評価落札方

式」がよいとの回答が多く確認されました。 

市内事業者とのＪＶ組成   市内事業者とのＪＶ組成を参加資格要件として設定し

た場合に「参加したい」という回答と「参加したいと

思わない」という回答で分かれました。 

評価項目 

 

  評価項目として、「企業の実績」「業務実施体制」

「地域貢献」を挙げる回答が多く確認されました。 

  技術者不足が顕著な状況であり、「技術者の実績」を

評価項目として設定するのは望ましくないという意見

が複数ありました。 

その他   物価高騰が顕著な状況であるため、物価スライドの適

用がない場合は参加が難しいという意見が複数ありま

した。 

⑧ 選定及び提案期間等に関する意見 

提案書のボリュームと 

提案期間 

  公告から入札まで、３．５か月程度の期間では短いと

する回答が多く確認されました。 

技術対話の有無   事前に技術提案内容及びＶＥ提案内容に係る技術対話

を実施するのがよいとの回答が多く確認されました。 

  技術対話を実施する場合には、公告から入札までの期
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間を長く確保する必要があるという意見が複数ありま

した。 

 

４. 今後の予定等について 
今回の調査結果も踏まえ、今後のＤＢ事業の発注に向けて、参加資格要件や評価基

準、発注条件等の検討を進めてまいります。 

なお、本調査でいただいた全てのご意見を反映できない場合があります。 

 

 

以上

 


